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1. はじめに 

今後、発展途上国の大都市では、急速な経済成長

に伴う所得水準の上昇と、人口流入に伴うスプロー

ルの進展が予測される。所得水準上昇は、中・高所

得者層の自動車保有率を増加させ、モータリゼーシ

ョン進展の直接的な原因となる。 

スプロールとモータリゼーションの進展は、道路

交通需要の急増をもたらし、道路インフラが不足し

て交通渋滞が激しくなる。それに対処するために道

路整備に投資が集中すると、公共交通の充実が遅れ、

自動車交通との利便性の格差が拡大する。そのため、

大きな所得格差が存在する途上国の都市では、自動

車を保有できる高所得層と、保有できないためサー

ビスレベルの低い公共交通を利用せざるを得ない低

所得層との間に、モビリティ・ディバイド(移動能力

の不公平)とそれに伴う都市施設・サービス利用可能

性に格差が生じ、さらに格差が助長されることが懸

念される。 

そこで本研究では、インドにおける IT・ソフトウ

ェア産業の中心地であり、今後、急激な成長が予測

されるバンガロール市を対象として、所得階層など

社会集団ごとのモビリティの状況や意識の違いをア

ンケート調査によって明らかにする。その上で、所

得格差によるモビリティ・ディバイド拡大のメカニ

ズムを示し、それを緩和する交通政策の方向性を検

討することを目的とする。 

 

2. モビリティ・ディバイド拡大のプロセス 

図-1 は、途上国大都市におけるモビリティ・ディ

バイド拡大のプロセスを表したものである。モビリ

ティ・ディバイドに影響する社会・経済的要因とし

て、人口増加、経済成長、所得格差が考えられる。

本研究では、このうち、主に所得格差に起因する自

動車保有格差がもたらすモビリティ・ディバイドに

ついて分析を行う。 

 

3. アンケート調査の概要と結果 

 

(1) アンケートの概要 

バンガロールにおけるモビリティ・ディバイドの

状況と、それによる住民の価値意識についての影響

を調査するため、住民アンケート調査を行った。表

-1にアンケート調査の概要を示す。 
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図-1 途上国大都市におけるモビリティ・ディバイド 

拡大のプロセス 

 

表-1 住民アンケート調査の概要 

 

アンケート項目 

居住地選択の代替案 

(2 項選択・順位づけ) 

個人属性 

調査期間 2007 年 8-9 月 

調査対象 バンガロール市内 8 地区

の住民 

回答数 215 
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(2) アンケート結果の分析 

アンケートの結果を用いて、所得格差と交通手段

の関係を調査し、QOL 尺度を用いて、自家用車保有

別のアクセシビリティの価値観の差異について分析

する。 

図-2 は、所得階層別自家用車保有率である。当然

ながら、自動車非保有者は低所得層ほど多く、自動

車保有者は高所得層ほど多い。しかし、自動二輪車

保有率は所得階層にかかわらず非常に高く、主要な

私的交通手段として利用されている。私的交通手段

の需要は高いと考えられ、今後、中所得者層の自動

車保有率の増加が予想される。 

図-3 は、所得階層別の通勤・通学手段分担率であ

る。高所得層ほど通勤・通学手段に自動車・自動二

輪車を利用しており、低所得層ほどバス・徒歩を利

用している傾向が読み取れる。 

表-2 は、加知ら(2006)が日本の都市住民を対象に

提案した QOL 評価尺度をバンガロールに適用でき

るよう図-4 のように修正し、自家用車保有層と非保

有層のアクセシビリティ(AC)、アメニティ(AM)の重

みを居住地選択の代替案についての 2 項選択型ロジ

ットモデルにより推計し、AC と AM の重みの比を

とったものである。自家用車非保有層は保有層に比

べ、AC よりも AM を重視している。これは、移動

に対する需要が顕在化しておらず、自動車保有層に

比べて低く評価された結果と考えられ、潜在的なモ

ビリティレベルの低さがモビリティ・ディバイドを

覆い隠しているとも考えられる。 

 

4. まとめ 

インド・バンガロール市を対象としたモビリテ

ィ・ディバイド分析の結果、1)高所得者層は自動車

保有率が高く、私的交通手段の利用が多いが、低所

得者層はバス・徒歩に依存しており、利用可能交通

手段が制約されていることがわかった。 

2）QOL 尺度によるアクセシビリティの重要性の

意識評価によって、自家用車非保有層は保有層に比

べモビリティを重視しておらず、結果として、潜在

的なモビリティ・ディバイドが発生している可能性

があること、が明らかとなった。 

以上の結果から、モビリティ・ディバイドの拡大

抑制のためには、道路インフラの整備のみならず、

低所得層にも利用可能な交通手段の提供が必要であ

ると考えられる。 
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図-2 所得階層別自家用車保有率 
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図-3 所得階層別通勤・通学手段 
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図-4 本研究で設定した QOL 評価尺度 

 

表-2 AC と AM の重みの比（自家用車保有別） 

 AC/AM 

自家用車保有 0.95

自家用車非保有 0.20
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